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平成 30 年度 南島原市における地方公共団体の財政の健全化に関する 

法律にかかる健全化判断比率等審査意見書の提出について 

   

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 3 条第 1 項及び同法第 22 条 1 項の規

定により、令和元年 7 月 16 日付け 31 南財第 288 号で審査に付された、平成 30 年度

南島原市健全化判断比率及び資金不足比率の審査を行ったので、次のとおり意見書を

提出します。 
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平 成 3 0 年 度 

南島原市地方公共団体の財政の健全化に関する 

法律にかかる健全化判断比率等審査意見書 

 

 

【１】 審査の対象 

平成30年度決算に係る健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎と

なる事項を記載した書類 

１． 平成 30 年度 南島原市 健全化判断比率 

 (1) 実 質 赤 字 比 率 

 (2) 連結実質赤字比率 

 (3) 実 質 公 債 費 比 率 

 (4) 将 来 負 担 比 率 

２． 平成 30 年度 南島原市 資金不足比率 

 (1) 水 道 事 業 会 計 

(2) 下水道事業特別会計 

 

【２】審査の期間 

令和元年 7月 19 日から令和元年 8月 26 日まで 

 

【３】審査の方法 

審査に付された財政健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎とな

る事項を記載した書類について、平成 30 年度決算書、関係帳簿等と照合し、必要に

応じ関係職員から説明を聴取し、その計数の正確性等について審査した。 

 

【４】審査の結果 

審査の対象となった財政健全化判断比率及び資金不足比率は関係法令等に準拠し

て算定されており、その算出の基礎は関係帳簿と符合し正確であると認められた。 
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【５】審査の概要 

１．健全化判断比率 

 

(1) 実質赤字比率  （単位 ： 千円） 

年度 
実質収支額 

A 

標準財政規模 

B 

実質赤字比率 

（－A)／B 

早期健全化

基 準 
財政再生基準 

30 1,633,011 17,684,433 － 12.61% 
20.00％ 

29 1,607,380 18,133,801 － １2.59% 

  実質赤字比率は、一般会計等（本市においては一般会計のみ）の実質収支額の標準財政規模

に対する比率で、実質収支が赤字の時のみに算定することとされている。 
  平成 30 年度一般会計決算において、実質収支が 16億 3,301 万 1 千円の黒字となっているの

で、前年度同様に赤字は生じておらず、実質赤字比率の数値はない。 
  

(2) 連結実質赤字比率  （単位 ： 千円） 

年度 

連結実質 

収支額計 

A 

標準財政規模 

B 

連結実質赤字

比率（－A)／B 

早期健全化 

基    準 
財政再生基準 

30 2,935,962 17,684,433 － 17.61% 
30.00％ 

29 2,592,013 18,133,801 － 17.59% 

  連結実質赤字比率は、全会計の実質収支額（公営企業会計は資金不足額）の合計の標準財

政規模に対する比率である。 

  実質赤字比率と同じく、連結実質収支額が赤字の時のみ算定される。平成 30 年度の実質収

支額の合計は29億3,596万 2千円の黒字となっているので、連結実質赤字比率も数値はない。 

 
(3) 実質公債費比率  （単位 ： 千円） 

年

度 

地方債元

利償還金 

A 

準元利 

償還金 

 B 

元利償還金

等に充てられ

る特定財源 

C 

標 準 財 政

規    模 

D 

算 入 公 債

費等の額 

E 

単年度比率 

（A+B）-（C+E） 

/（D－E） 

実 質 公 債 費 

比 率  

（3 カ年平均） 

早 期 

健 全 化 

基 準 

財 政 再

生 基 準 

30 2,844,366 660,105 10,460 17,684,433 3,798,533 △2.19303% 

0.8％ 

 

25.0％ 35.0％ 

29 
3,178,546 639,347 10,460 18,133,801 3,738,376 0.47971% 

4.4% 

 （639,373)    (0.47990%) 

28 
3,779,674 652,123 55,508 18,741,957 3,724,681 4.33906% 

 （652,203)    (4.33959%) 

27 4,284,675 801,688 55,508 19,249,344 3,704,080 8.53491%  

※ 注１．表中の過年度金額及び比率の訂正について 

当年度において、平成29年度及び平成28年度の準元利償還金のうち「公営企業に要する経費の財源と

する地方債の償還の財源に充てたと認められる繰入金」に金額訂正が生じた。そのため、該当年度の単年

度比率の訂正を行ったが、平成 29 年度の実質公債費比率は変わらず 4.4％である。 

なお、訂正前の金額及び比率は、該当年度の下段に( )書きで記載した。 
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実質公債費比率は、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対

する比率で、3カ年の平均で求められる。 

平成 30 年度の単年度比率は、前年度より 2.67 ポイント下降している。当年度における実質

公債費比率は、前年度より 3.6 ポイント下降し 0.8％となっており、前年度に引き続き早期健

全化基準を下回っている。 

 

(4) 将来負担比率  （単位 ： 千円） 

年度 
将来負担額 

A 

充当可能財源等 

B 

標準財政規模 

Ｃ 

算入公債 

費等の額 

D 

将来負担比率 

（A-B）/（C-D） 

早 期 

健全化 

基 準 

財政再

生基準 

30 28,216,055 44,194,635 17,684,433 3,798,533 － 
350.0% － 

29 32,456,242 46,110,895 18,133,801 3,738,376 － 

増減 △4,240,187 △1,916,260 △449,368 60,157 －   

 
将来負担比率とは、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比

率である。 

平成 30 年度の南島原市の将来負担比率は、前年度（△94.8％）よりさらに改善（△115.0％）

され 0を下回ったため数値なしとなる。   

その要因としては、前年度に引続き繰上償還を実施したため将来負担額の一部である地方

債現在高が前年度と比較して 13億 6,635 万 9 千円減少したことがあげられる。 

なお、将来負担比率には財政再生基準は設定されていない。 

 

２．資金不足比率 

   （単位 ： 千円） 

会    計 
資金不足額 

（剰余額） A 

事業の規模 

B 

資金不足 

比率 A／B 

経営健全化

基    準 

平成 29 年度 

資金不足額

（参考） 

法適用企業

特 別 会 計 

（１）水 道 事 業 

会 計 
△558,613 666,955 － 20.0% △395,260 

法非適用企

業特別会計 

（２）下 水 道 事 業 

特 別 会 計 
△16 124,460 － 20.0% 

下水道事業 

△8 

旧簡易水道事業 

△15,565 

 

資金不足比率とは、公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率である。南島原

市において、地方公営企業法の適用を受ける公営企業は水道事業会計のみであるが、そのほか

に下水道事業特別会計が地方公営企業法非適用会計として資金不足比率の算定を行う必要があ

る。旧簡易水道事業特別会計は、平成 30年 4月 1 日から水道事業会計と統合を行った。 

資金不足比率は、資金不足額を各会計の事業の規模で除して求められる。資金不足がなく剰

余金を生じている場合は、実質赤字比率等と同じく比率は算定されない。 
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※ 注２．本書中の金額について 

原則として円単位で計算した額の千円未満を四捨五入し、千円単位で表示した。したがって、平成 30

年度南島原市一般会計・特別会計歳入歳出決算の意見書における文中金額と一致しない場合がある。 

 

 

【６】むすび 

平成 30年度の南島原市健全化判断比率の４指標は、いずれも早期健全化基準以下

となっている。 

一般会計の実質赤字比率と一般会計、公営事業会計（国民健康保険事業特別会計、

後期高齢者医療特別会計）及び公営企業会計（水道事業会計、下水道事業特別会計）

の連結実質赤字比率がともに黒字であったため数値は算定されない。 

実質公債費比率については、前年度より 3.6 ポイント下降し 0.8％となっている。

これは、これまで計画的に行ってきた繰上償還の効果であり、この地方債元利償還

金の順調な減は将来負担比率にも顕著に表れている。資金不足比率においても、資

金不足がなく剰余金を生じている場合、実質赤字比率等に同じく数値は算定されな

い。以上のことから、平成 30 年度における南島原市の財政状態は良好であると判断

することができる。 

なお、普通交付税算定における合併算定替の縮減により標準財政規模も減少する

ことから、指標の上昇が予想される。また、当年度から開始された簡易水道事業特

別会計の法適用企業特別会計への統合による資金不足の増加も懸念される。今後と

も健全財政を堅持できるよう中長期的な視野での確実な財政運営に努められたい。 


